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価値協創ガイダンスの全体像
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日本通運の価値創造プロセスの全体像
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１．価値観（企業理念と経営ビジョン、社会との接点）

私たち日本通運グループは、創業以来、ものを運ぶことを通して、人、企業、地域を結び、社会
の発展を支えてきました。
この変わらぬ使命を果たすため、社会の変化をとらえ、自らを進化させ続けます。
安全に徹し、環境に配慮し、世界を舞台にすべての力を結集して、物流から新たな価値を創造す
ることに挑戦していきます。
いつの時代にも、社会から求められ、信頼されることを誇りに行動します。
すべては、物流を通して社会に貢献し、豊かな未来を創る、日本通運グループであるために。
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・コニュニティ投資（２０１９年度）

・指定公共機関の役割
「災害対策基本法」、「国民保護法（武力攻撃事態等におけ
る国民保護のための措置に関する法律）及び「新型インフル
エンザ等対策特別措置法」において、貨物自動車運送事業者
における「指定公共機関」に指定。



Copyright (C).2020 Hitotsubashi CFO Research Center All Rights Reserved

２．ビジネスモデル（市場勢力図、競争優位の源泉）

世界の物流企業トップ１０

◎物流が提供する価値
「モノ（素材・部品、製品、商品）の存在する
場所を変えること」または「モノが必要とされ
る時間（タイミング）を捉えること」により価
値が高まる。

◎無形の資産
・８０年で培ったブランド
・ネットワークを駆使した輸送ノウハウ
・国際航空貨物輸送における強み
・「日本」で培った顧客基盤・事業をグ
ローバルに成長させるナレッジ

・ITソリューション
・現場を良く知る人財、強い現場力
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◎「日通DX」
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３．持続可能性・成長性（ESG）
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３．持続可能性・成長性（ステークホルダーとの関係性の維持）

ステークホルダーエンゲージメント

・ステークホルダーとの価値共有に向けて
日本通運グループの事業は、幅広いステークホルダーとの信頼のもとで成り立っている。
双方向のコミュニケーションによりステークホルダーの期待に応え、ともに事業を実現・成
長させ、更に創出された価値を共有していくため、エンゲージメントを重要視している。

・対話における基本方針、株主・投資家との建設的な対話の取組み
➢ 株主・投資家と経営トップ、担当取締役及び経営幹部の面談
➢ 国内外での個別面談に加えて、電話会議、各種説明会、見学会、スモールミーティン

グといった対話機会の創出
➢ 株主・投資家からの意見等の経営層へのフィードバック
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３．持続可能性・成長性（環境の変化リスク）
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４．戦略

長期ビジョン 「グローバル市場で存在感を持つロジスティクスカンパニー」

◎ビジョン実現のためのシナリオ

・日本国内において、大都市圏を中心に更なるビジネス拡
大を図るとともに、強靭な経営体質を作り上げることで
成長投資のための資金を生み出し、世界で戦う事業基盤
を構築する。

・これまでの企業の在り方・考え方を根本から革新するこ
とで、イノベーションにより新たな価値を創造し、世界
のお客様から選んでいただく。
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４．戦略（経営資源・無形資産の確保・強化のための投資、キャピタルアローケーション）

◎ROIC経営
・投資家への説明
・グループ内浸透
予算KPI
従業員教育や啓蒙活動

◎M＆Aによるシナジー創出
・ハイファッション産業における総合物流サービスの世界展開
イタリアの被買収会社２社と既存会社（イタリア日通）との統合（２０２０年１月）

・医薬品事業の世界ネットワーク構築
米国医薬品配送会社の買収（２０２０年９月）

◎事業ポートフォリオの見直し（ノンコア事業、低収益事業の取扱い、バランスシートのスリム化）
・青函フェリー子会社の売却（２０２０年７月）
・旅行事業子会社２社の解散（２０２１年３月）・清算
・日通商事（子会社）のリース事業の分社化・非連結化（２０２１年３月）
・日通自動車学校（子会社）の売却（２０２１年３月）

◎HD制への移行（２０２２年１月）
・グループ経営機能を日本国内事業会社（日本通運）から明確に分離し、日本国内事業にとらわれないグローバ
ルなグループ経営機能を確立する。日本起点のグローバル事業の更なる成長を促進し、成長領域である海外事
業に経営資源の更なる配分を進めて、海外起点のビジネスの拡大を目指す。
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５．成果と重要な成果指標（KPI）
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５．成果と重要な成果指標（財政状態及び経営成績の分析 2019年度）

概況
・米中貿易摩擦を中心とした保護主義の影響
・中国経済の減速、欧州経済の減速（ブレクジット、自動車産業の低迷）、インド等の新興国経済の減速
・２０１９年度Q４の新型コロナウイルス
・日本における輸出減、製造業の減速、大型災害、消費増税
・物流業界における貨物輸送需要の押し下げ（自動車関連、鉄鋼中心とした生活関連、建設機械関連の荷動き鈍化）

経営成績
・売上高２兆８０３億円（対前年△５０８億円、うち４２億円はコロナインパクト）
・売上総利益１６９３億円（対前年△１９５億円）
・営業利益５９２億円（対前年△２９３億円、うち１３億円はコロナインパクト）
・当期純利益１７４億円（対前年△３１９億円）

財政状態
・総資産、自己資本率およびFCFは下記の表のとおり。
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５．成果と重要な成果指標（財務パフォーマンス）

企業価値向上に向けて
・経営指標の変更（ROA⇒ROE）
「日通グループ経営計画２０２３」において、過去の経営計画で経営指標としてきたROAをROEに変更。
現経営計画期間中にROE１０％の達成を目指す。
営業利益１０００億円を前提に、創出キャッシュの株主還元、積極的な成長投資

株主還元に関する考え方
・配当性向３０％以上に加えて総還元性向を５０％以上
・自己株式取得の継続、機動的な実施
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５．成果と重要な成果指標（独自KPI）
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６．ガバナンス（体制、役員）
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６．ガバナンス（役員報酬、取締役会の実効性評価）
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役員報酬の方針及び決定の手続き
・基本方針
企業理念を実践する優秀な人材を登用できる報酬であること、持続的な企業価値の向上を動機づける報酬体系

・報酬体系
報酬は基礎報酬と業績連動報酬で構成され、さらに業績連動報酬は単年度業績を指標とした賞与と中長期業績に連
動する株式報酬に分かれる。株式報酬については、役員報酬BIP信託を用いた業績連動型株式報酬制度を導入。

取締役の実効性評価
外部機関を起用した、社外を含む取締役及び監査役を対象とした取締役会全体の実効性に係るアンケート調査を実施、
意見集約。
主な評価ポイントは、取締役会の構成・運営、経営戦略と事業戦略、企業倫理とリスク管理、経営陣の評価・報酬の
状況等。
「コーポレート・ガバナンス報告書」（http://www.nittsu.co.jp/ir/governance）を参照のこと。

http://www.nittsu.co.jp/ir/governance

